
 

平成 23年度 安城市事業仕分け結果に対する市の方針について 

 

１ 安城市事業仕分けの概要 

・開催日：８月 20日（土）・21日(日) 

・会 場：安城市文化センター大会議室・講座室 

・対象事業数：28事業 

・仕分け人等構成：2チーム（1チーム内訳：司会者 1名、構想日本仕分け

人 2名、市選出仕分け人 2名、公募市民仕分け人 1名） 

・傍聴者数：454人 

・市民判定人方式：75人 

・ユーストリームによるインターネットライブ配信：ｱｸｾｽ数延べ 1,323人 

 

２ 仕分け結果に対する市の方針について 

判定区分判定区分判定区分判定区分    
(1)(1)(1)(1)不要不要不要不要    ((((2)2)2)2)ｾｾｾｾﾞ゙゙゙ﾛﾍﾛﾍﾛﾍﾛﾍﾞ゙゙゙ｰｽｰｽｰｽｰｽ

でででで見直見直見直見直しししし    

(3)(3)(3)(3) 実 施 主実 施 主実 施 主実 施 主

体体体体のののの見直見直見直見直しししし    

(4)(4)(4)(4)要改善要改善要改善要改善    (5)(5)(5)(5) 現 行現 行現 行現 行 どどどど

おりおりおりおり・・・・拡充拡充拡充拡充    
合合合合    計計計計    

仕分け結果 ０ １ ０ ２５ ３ ２９ 

市の方針 ０ ０ ０ ２６ ３ ２９ 

対象は 28事業ですが、「21-1市民会館施設管理事業」及び「21-2市民会館文

化鑑賞事業」をそれぞれで判定したため、合計は 29事業となっています。 

今回の事業仕分けで議論された論点・課題に対して、事業・制度のあり方や

委託内容の見直しなどを行い、市としての取組方針を策定し、改善を進めてま

いります。取組による平成 24年度の見直し効果は、11事業で 7,068万円が削減

される予定です。 

 

取組方針などの詳細は、別紙のとおりです。 
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1
広報あんじょう発
行事業

秘書課 要改善 改善

①一部あたりの単価を提示して、市民
ニーズの把握を定期的に実施すべき
である。
②市民を掲載するコーナーが多すぎ
ないか。
③掲載記事を選別し、タウン誌に委ね
るべきである。
④緊急時に必要な情報などを毎号掲
載すべきである。
⑤紙質が良すぎるのではないか。
⑥発行回数を月２回を１回にしたらど
うか。
⑦広告収入の増加策にも取り組んで
ほしい。

①Eモニター制度(事前登録者に対して、インターネットを利
用したアンケート調査。H２４年度開始予定。)や市民アン
ケートを利用し、コストを提示したうえで、現行の広報の満
足度を調査する。
②毎月４ページを使っている「市民のひろば」の各コーナー
から情報を選別し、ページの削減に取り組む。
③タイムリーな特集は、常に掲載するわけではなく、趣旨
がある場合のみ掲載していく。
④緊急時に必要な情報などを、広報保存用ファイルに掲
載する。
⑤２色刷りページは３５㎏/連を使用している。カラーペー
ジは、写真の仕上がりを考慮し、この種類では１番安いも
のを使用してい
る。
⑥タイムリーな記事を掲載するためには、月２回が適切だ
と考える。
⑦広告の裏表紙への掲載について、既存の市主催事業な
どの宣伝ページとして利用しているため、そのPR方法・経
費などを比較し、有効な方法を検討する。

（平成２３年度）
・平成２４年版広報保存用ファイルの作成にあた
り、休日診療など緊急時に必要な記事を掲載し
た。
・有料広告掲載方法について調査する。
（平成２４年度）
・毎月４ページを割いている「市民のひろば」を各
コーナーの中から情報を選別し、ページの削減
に取り組む。
・有料広告掲載の可否について判断する。
（平成２５年度～）
・Eモニター制度を利用し、定期的に市民ニーズ
調査を実施する。

・毎月１ﾍﾟｰｼﾞ削減
１ページ×12ヶ月×1.01
（ページ単価）×67,600（平
成23年12月15日号部数）
×1.05＝85万円
▲85万円

2
アン・ジョー環境農
業推進事業

農務課 要改善 改善

①課題に対する成果が明確ではな
い。
②転作に関しては国等の補助金もあ
ることから効率経営ができている安城
市では不要である。
③農業者が利益を得るためならばこ
の補助金は不要ではないか。
④安城農業を盛んにするために本当
に必要な補助をすべきである。
⑤未来に向けての取組を絞って補助
すべきである。

①産地振興（理想の特産）と農家の組織育成事業（理想の
経営）については、市内に少しでも本市の特産品が多く作
付されることや、農業経営体の強化を目標としていること
から長期的な事業とする。また、水稲直播栽培の普及拡
大、堆肥の施用による地力増進の事業など必要な事業
は、県、農協と協議をして出来る限り目標値を設定し、毎
年、評価を行う。
②改善組合は今後も必要な組織であり、集落営農を推進
していく上で活動支援は必要と考える。なお、現在の農用
地利用改善組合が支払い対象となっている事業を見直
し、農用地利用改善組合に対しては転作団地化など地域
の取りまとめを行っていただくため、今後も組織運営に対
する支援を継続し、その他現に必要な事業に対しては引き
続き補助事業として行っていく。
③この補助は、農業基本条例に基づいた農業振興のため
のものであるため補助は継続していく。
④、⑤県、農協と協議し、安城農業の課題を解決する事業
や普及すべき事業を中心として補助を実施していく。目標
値を設定している事業は、検証を行い効果を把握する。

（平成２３年度）
・短期的な補助と長期的な補助の住み分けを行
い、県、農協と協議し安城農業の発展のための
補助要綱を策定する。
（平成２４年度）
・新規事業として、事業効果を確認し、目的を達
した事業については廃止する。
（平成２５年度～）
・事業効果を確認し、目的を達した事業について
は廃止する。

・水稲の品種別団地化栽
培に対する補助の廃止
・JA各部会に対する補助
の一部廃止
▲500万円

1 1
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3-1

3-2

デンパーク利用促
進事業
デンパーク・道の
駅施設運営事業

農務課 要改善 改善

①市民の憩いの公園か、観光拠点
か、運営目的を明確にすべき。
②集客できるイベント企画、講座、食
事（含テナント）、土産を見直し魅力あ
る運営を望む
③税投入を減らし選択と集中で見極
めるべき。ハイレベルな植栽の見直
し。
④利用促進事業は、市民にデンパー
クの魅力を知ってもらうことが目的な
のか、税金で無料入園券を配ってデン
パークを利用してもらうことが目的か。
また利用されていない約85％について
どう捉えるか。
⑤外郭団体改革プランを策定し、厳し
く進行管理すべき。

①デンパークの運営目的は、市民に愛される公園であると
ともに安城市の観光拠点をめざすもの。１人でも多くの市
民に何度も利用してもらい、市外の方も含めて年間入園者
50万人を目指す。
②アンケートにて入園者の意見を聞き、よりよい企画や運
営を常に心掛けるよう指定管理者に指示する。また、地元
で活躍する店舗や商品などの情報収集し、デンパークを
通じて発信することで集客に繋がるよう努める。
③経費節減と税投入削減を念頭に公園運営を行う。ただ
し、「他にない施設」、「安城市のシンボル」として、現状の
植栽管理は継続維持する。また碧海信用金庫による分析
では、デンパークの運営における平成19年度の経済波及
効果は約37.4億円と試算されていることからも、引き続き
公園運営による地域活性化を図る。
④利用促進事業は、市民へのアドバンテージであるととも
に、魅力を知って何度も来園していただくためのインセン
ティブでもある重要事業と考える。今後も広告方法を検討
しながら継続する。
⑤経営改善計画の策定に取り組む。

（平成２３年度）
・財団法人安城都市農業振興協会が行う新たな
デンパーク中期計画（平成２４～２６年度）の策定
に積極的に関与するとともに進捗管理を行う。ま
た、経営管理課において外郭団体の経営改善方
針の策定を行う。
（平成２４年度）
・安城都市農業振興協会の経営改善計画策定
（平成２５年度～）
・平成２６年度以降の指定管理者について審査、
選定を行う。
・安城都市農業振興協会の経営改善計画のモニ
タリング実施

4
交通安全教育推
進事業

市民安全課 要改善 改善

①甲種、乙種指導員の報酬は時給換
算すると高額である。交通指導及び交
通安全教室はボランティア指導員でも
実施可能ではないか。
②交通安全市民大会、高齢者交通安
全大会は統合して行えるのではない
か。（交通安全大会は必要）
③自転車大会、交通安全パレードは
本当に市民の交通安全意識を高めて
いるのか疑問である。

①甲種指導員の業務は、登下校の交通指導の他、交通安
全教室の講師、交通安全市民運動におけるキャンペーン
等の広報活動などを行っている。特に交通安全教室では
所定の研修と経験が必要であるので、現行指導員で対応
する。なお、乙種指導員は、地域ボランティアの方も充実し
てきているので、廃止について推薦者でもある町内会長連
絡協議会との調整を行う。
②交通安全市民大会については、交通安全市民運動活動
方針を発表し、市民の交通安全意識を高めるために実施
しており、小学生のポスター展等の表彰式も兼ねているた
め継続実施する。高齢者交通安全大会については、老人
クラブ連合会の意見を聞いて交通安全市民大会との合同
開催の方向で検討する。
③自転車大会は、本市のエコサイクルシティ計画にも位置
づけられ、自転車の事故防止のためルール、マナーを学
んでもらい、その技術等を競う大会であるので、子ども自
転車大会、高齢者自転車大会は継続実施する。交通安全
パレードは、地域に交通安全を啓発し、交通少年団の活
動発表の場でもあるで継続実施する。

（平成２３年度）
・乙種指導員について各町内会との調整
・高齢者交通安全大会について老人クラブ連合
会の意見聴取
（平成２４年度）
・各町内会と調整の結果を受けて、乙種指導員
の今後の在り方、方向性を検討（条例、交通指導
員設置要綱の改正を行う）
・交通安全市民大会と高齢者大会の合同実施
・自転車大会について大会開催時にアンケート
調査をするなどして効果を検証する。
（平成２５年度～）
・効果の検証結果を踏まえ改善を図る。

・市民大会、高齢者大会合
同で経費圧縮
▲17万円

2 2
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5
緑のネットワーク
事業

公園緑地課 要改善 改善

①愛護会などの委託方式の検討によ
るコスト縮減や当初建設時の維持管
理費の検討が必要ではないか。
②市民協働によるコスト縮減を図るべ
きではないか。

①ｲﾜﾀﾞﾚｿｳなど除草作業を軽減する草木を植えていく。緑
道整備計画時に除草回数を減らすことができる植栽の設
置を県や市などの工事主体に要望していく。直営によるｲﾜ
ﾀﾞﾚｿｳの植栽を試験的に実施していく。また、ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾ
ﾝﾀｰへ委託する除草作業の範囲を拡大するための協議を
進めていく。さらに、現在ある街路樹愛護会の中に緑道愛
護会を組織し、民間委託不要の除草作業を実施すること
で、コストの縮減を図る。そのため、報奨金の見直しを含
め検討をし、平成25年度の設立を目指す。
②緑道愛護会を組織しコスト縮減を図ると伴に、街路樹愛
護会の一層のＰＲを行い拡充に努める。

（平成２３年度）
・今年度の県施工水環境事業で発注する二ツ池
緑道の175ｍの植栽にｲﾜﾀﾞﾚｿｳを要望する。
・ｼﾙﾊﾞｰと除草範囲拡大の協議を実施する。
・緑道愛護会の設立のための諸条件整理を行
う。
・街路樹愛護会の設立へ向け、地元組織以外の
ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体等への声掛けを行う。
（平成２４年度）
・明治緑道で、ｲﾜﾀﾞﾚｿｳの植栽を計50㎡直営で
試験的に実施する。
・緑道愛護会の設置基準を決める。
・街路樹愛護会や緑道愛護会設立の呼びかけを
広報やﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞを使い積極的に行う。
（平成２５年度～）
・平成２６年実施される中井筋の県施工水環境
事業の設計に除草作業回数を減らすことができ
る植栽を県に要望する。
・緑道愛護会を設立する。
・街路樹愛護会や緑道愛護会設立の呼びかけを
広報やﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞを使い積極的に行う。
・直営にて、平成24年度の状況を踏まえｲﾜﾀﾞﾚｿｳ
などの植栽作業を毎年行う。

・平成23年度(供用)二ツ池
緑道
　除草回数削減（3回→１
回）
　面積1,700㎡
▲49万円
・ｼﾙﾊﾞｰ委託
　明治緑道
　面積3,820㎡
▲93万円

6 公用車整備事業 財政課 要改善 改善

①公用車の一元管理２５台をもっと増
やし、効率を高めることができるので
はないか。
②公用車の使用時間について、朝夕
に使用するなどの融通を利かせれば
稼働率は上げられる。予約時間を１５
分単位にし、使用時間に修正するなど
の方法にできないか。
③自転車の利用を促進し、タクシーを
利用すれば公用車の台数を減らせる
のではないか。
④車の整備についての民間比較に
は、整備工場の償却費等が入ってな
いので、公平な比較とは言えない。民
間委託の方向で検討していることは妥
当と考える。

①一元管理公用車７４台（H23.4現在）の内の２５台を、平
成２７年度までに３７台程度まで増やし効率化を図るととも
に、エコカー対応していない公用車の削減を８台行う。
②予約時間は、１０分単位とし、使用後は時間を修正する
ようにしていく。
③自転車と鍵の位置を変更し、全職場から２分以内に使
用できるようにする。
④整備工場の償却費等を含めたコスト比較をし、整備事業
の民営化を進める。

（平成２３年度）
・一元管理公用車から３台を削減する。
・予約、使用時間を変更する。
・自転車と鍵の位置を変更する。
・整備事業のコストを民間と比較する。
（平成２４年度）
・車の費用の削減
・稼働率の向上
・車使用の抑制
・民間委託化の推進
（平成２５年度～）
・車の費用の削減
・稼働率の向上
・車使用の抑制
・民間委託化の推進

・整備士１人の人件費削減
▲322万円

3 3
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7
庁舎施設管理事
業

行政課 要改善 改善

①個別で発注している委託業務を総
合建物管理委託で発注したり、同種の
業務のパッケージ化をしたほうが経費
の削減になるのではないか。また、支
所など他の施設とまとめて委託するこ
とも検討してはどうか。
②庁舎建替は庁舎施設管理事業に含
めるべきではない。

①他施設で過去に総合建物管理委託と個別業務委託と検
討した結果、個別業務委託のほうが安価であった実績が
あったこと、また、市内業者の育成という視点から引き続き
個別業務委託を行う。同種の業務のパッケージ化は新年
度から行う。エレベータ保守、自動扉保守は既に経営管理
課が全庁的にとりまとめている。その他業務のとりまとめも
推進していく。
②築４５年の本庁舎は建替・建設基金積立を検討する時
期が来ていると考えている。建設基金積立の開始など具
体的な取組を始める場合には、庁舎建替を庁舎施設管理
事業とは別事業にしていく。また、建替は１０年以上先であ
ると考えられるので、耐震改修を検討するとともに、今後の
修繕計画を立案し、庁舎の延命を図る。

（平成２３年度）
・庁舎修繕計画の作成
（平成２４年度）
・同種の業務のパッケージ化

8
ごみ焼却施設管理
事業

環境保全課 要改善 改善

①同一の業者と契約している運転管
理と保守点検の２業務を、まとめて契
約できないか、また、そうすることで減
額できないか。
②ごみ焼却施設の管理業務を随意契
約から競争入札にできないか。
③随意契約金額は適正になっている
か。

①内容が異なる業務の委託契約をひとつの契約にするこ
とや交換部品などを別途発注することなど、経費削減につ
ながるように委託等業務内容を見直す。
②ごみ減量２０％施策がごみ焼却施設の延命化にも寄与
しているので、今後も減量を市民の皆さんにお願いしてい
く。また、ごみ焼却施設は、維持管理面からの延命化を考
えたとき、どの部分をどの程度補修・更新すれば効率よく
延命できるのかを検証するには、製造している業者の企業
秘密に属するノウハウが必要であり、焼却施設の性能に
係る本質的な業務について競争入札に切替えることは、
金額的メリットは見込めるが施設の安定稼動が保証される
ものとは限らない。これらのことから従来どおり製造元の
関連業者と管理委託契約を締結していく。しかし、ごみ焼
却の性能に直接影響しない設備の点検業務等は一般競
争入札を積極的に行っていく。
③公的な積算方法により算出した金額や他市の類似業務
の契約金額から随意契約金額の適正化に努めていく。

（平成２３年度）
次年度に向け競争入札が可能かどうかの調査、
研究を進める。
（平成２４年度）
保守点検業務の一部について、一般競争入札を
実施するとともにさらなる研究を進める。
運転管理と保守点検をひとつの業務としてまとめ
て委託発注する。
（平成２５年度～）
保守点検委託で必要とする交換部品を、入札に
より調達し、業者に支給する。
また、他にも一般競争入札できる業務を研究して
いく。

9
ごみ焼却灰溶融化
事業

環境保全課
現行どお
り・拡充

現行どおり

①ごみ焼却灰の処理方法は、本事業
の溶融化(除冷スラグ処理）の他にな
いのか。また、その溶融処理のコスト
は下げられないか。
②コストと環境配慮をどのように考え
ているのか。
③市としての焼却灰の溶融処理量は
どれだけが適当と考えているか。

①溶融処理の他にセメント原料化による処理があるが、近
くに受入先がないため契約することが難しい。また、溶融
処理でも、水砕スラグ処理もあるが受入先がない。埋立処
理以外の焼却灰の処理方法としては、現時点では本事業
の徐冷スラグによる溶融処理を採用する以外に方法がな
く、近隣で溶融処理できる業者は１社しかないことから類
似事業者の金額を参考に契約金額の適正化に努める。
②環境首都として、市の環境方針によりごみ減量すること
で焼却灰の総量を減少させながら一定量を溶融処理して
いく。
③本市の公共工事等で使用できるリサイクル品（徐冷スラ
グ）を製造できる焼却灰量程度を溶融処理していく。ここ数
年、新設小学校等の大型事業がピークを過ぎたことによ
り、使用できるリサイクル品も大幅に減少してきているが、
環境への配慮も重要なため現状維持を目標に溶融処理を
継続する。

（平成２３年度）
・計画量の１５００トンの焼却灰の溶融処理を行
い、リサイクル品（徐冷スラグ）９００トンを公共工
事の路盤材等として使用する。
（平成２４年度）
・１５００トンの焼却灰の溶融処理を目標とし、環
境に配慮してリサイクル品の公共工事・地域での
使用促進を図り９００トンを維持する。
（平成２５年度～）
・１５００トンの焼却灰の溶融処理を目標とし、環
境に配慮してリサイクル品の公共工事・地域での
使用促進を図り９００トンを維持する。

4 4
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10
自動車駐車場運
営事業

維持管理課 要改善 改善

①市が駐車場経営を行う必要性は。
②駐車場に関する市民ニーズの把握
が必要では。

①各駐車場の必要性や市民ニーズを把握するため、違法
駐車、駐車場利用の満足度も踏まえた市民アンケートを実
施する。
②市民ニーズ等を把握した上で市が運営すべきか、民間
経営で行えるのか比較研究し、市が行う駐車場運営の方
向性を定める。併せて、経費節減の観点で指定管理の内
容を精査し、次回更新時（H26.4.1）に反映できるように見直
しを行う。

（平成２３年度）
・市と民間の経営比較の現状分析
・安城市有料駐車場の管理に関する基本協定に
おける、管理業務仕様書の業務内容の検討
・指定管理者制度の見直しの検討～24年度
（平成２４年度）
・市と民間の経営比較の分析、検討
・アンケートによる市民ニーズの把握
（平成２５年度～）
・平成24年度の検討結果を踏まえた指定管理者
の選定の実施（H25)
・市営駐車場の民営化に向けた検討委員会の設
置（H25)

11
主要道路新設改
良事業

土木課 要改善 改善

①事業化路線をどのように検討してい
るのか、選定理由を公開すべき
②計画・整備状況の市民への周知不
足

①事業実施のプロセス、選定基準を公表する。
②事業の進捗状況を公表する。

（平成２３年度）
・ホームページ等に掲載する内容を検討する。
　道路整備事業の区分と概要
　道路整備事業の事業化の流れ（プロセス、選定
基準）
　路線別の概要（事業の目的、進捗状況等）
（平成２４年度）
・事業実施のプロセス及び進捗状況を市ホーム
ページ等で公表し、掲載内容の充実を図る。

12 市民保養事業 商工課 ｾﾞﾛﾍﾞｰｽ 改善

①保養施設を作らなかったのは,柔軟
な対応が可能な手法であり、評価でき
る。
②保養目的の効果が把握されておら
ず、測れない事業に補助をするのは
公平性に欠ける。
③利用率が１６％というのは、周知さ
れていないのか、または申請が煩雑、
対象地区等の面から利用が少ないの
ではないか。

①事業に対する潜在的なニーズはあると思われるため、
目的を絞り事業を縮小して継続していく。今後は安城市と
関係の深い地域等で、人々と交流を深めるとともに、心身
の健康づくりを支援する目的の事業としていきたい。なお、
保養事業の対象地域は、各連携市町村と県内の保養地
区に縮小し、宿泊補助回数は１人３泊から２泊までとする。
②事業の継続を検討するためのアンケートを行う。
③申請手続きは３か月前から３日前までを３か月前から当
日までの申請とする。さらに利便性を考慮するため利用報
告は宿泊施設から発行された宿泊代金の領収書を添付し
た上で、郵送でも受付けることとする。
また、周知方法は広報や商工会議所会報、ホームページ
への掲載、幼保育園・小中学校、町内会にチラシを配布し
て周知していく。

（平成２３年度）
事業の検討
・補助対象地区は愛知県（知多郡美浜町・南知
多町・蒲郡市・額田郡幸田町・新城市・西尾市・
田原市・犬山市）・石川県加賀市・富山県砺波
市・長野県飯田市・根羽村・岐阜県多治見市・静
岡県掛川市と岩手県・宮城県・福島県（平成27年
3月31日まで）を対象とする。
・宿泊回数１人３泊を２泊までとする。
・申請手続きは３か月前から３日前までを、３か
月前から当日までの受付けを可能とする。
・利用報告は郵送も可能とする。
（平成２４年度）
・宿泊回数１人３泊を２泊に変更
・申請手続きは３か月前から当日まで受付ける。
・利用報告は郵送も受付ける。
・新たな補助対象地区の宿泊補助は１０月１日宿
泊分から交付する。
（平成２５年度～）
・無作為で抽出した市民を対象にアンケートを実
施し、事業に対する評価(継続・廃止等）を行う。
またはEモニターでの実施

・市民保養所利用補助金
の削減
▲2,000万円

5 5
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13
中心市街地活性
化推進事業

商工課 要改善 改善

①クリエーションプラザの管理費用に
ついて、施設管理の手法も合せ、効率
的に予算が執行されるよう検証しても
らいたい。
②空き店舗活用事業について、どのよ
うな目標を持ち、それに対しどのような
指標を設定し、どのような手段で事業
を実施し、どのように検証するのかを
示してほしい。
③中心市街地活性化基本計画につい
て、活性化の明確なビジョンを公表し、
活性化の具体的な指標を設定し、年
次ごとのフォローアップをしてきちんと
進捗管理をすべき。

①耐震及び利便性の向上に係る改修の実施を踏まえ、管
理主体や管理手法について、検討、見直しを行う。
②空き店舗活用事業については、「安城にしかない魅力満
載の“こだわり商店街”の形成」という目標を達成するた
め、「空き店舗数の減少」を目標指標として、不足している
業種やにぎわいをもたらす業種が中心市街地に導入され
るよう、まちづくり会社などによる出店者と商店街振興組合
の調整機能を活かしながら進めていく。目標値について
は、現状値の６９店舗を平成２９年度に４８店舗まで減少さ
せるよう、年間では平均３店舗の減少を目指し、年度毎に
空き店舗数を把握し、商工会議所が設置した中心市街地
活性化協議会へ報告することにより、進捗管理を行うとと
もに、事業の方向性の見直しを行う。
③新たな中心市街地活性化基本計画においては、基本理
念を「にぎわい　こだわり　環境のまち」とし、基本理念を踏
まえ、４つの基本目標を定めた。さらに、各基本目標に対
して、「歩行者通行量」「繁盛店の店舗数」「空き店舗の数」
「居住人口」「活性化事業に参加した市民の数」という５つ
の目標指標を定め、年度毎に目標指標の状況を調査し、
進捗管理を行う。

（平成２３年度）
・中心市街地活性化基本計画を１２月７日に公表
した。
・各基本目標に位置づけられた事業を推進する。
・各目標指標の数値を調査し、進捗管理する。
（平成２４年度）
・各基本目標に位置づけられた事業を推進する。
・各目標指標の数値を調査し、進捗管理する。
・クリエーションプラザの管理主体、管理手法の
あり方の見直しを行う。
（平成２５年度～）
・各基本目標に位置づけられた事業を推進する。
・各目標指標の数値を調査し、進捗管理する。

14
あんくるバス運行
事業

都市計画課 要改善 改善

①あんくるバスが運行していない地区
の対応策について
②採算性について（運賃について市民
に判断してもらう）
③利用者層のターゲットを絞り、運行
目的を明確にする。

①あんくるバス利用可能地域のみならず、鉄道・路線バス
も含めた公共交通が利用しにくい地域を抽出し、その地域
に適したコミュニティ交通の運行を行う。
②現状の運行に対して、市民へ収支状況を公表し、実態
について理解を得る。
③移動制約者の社会参加の促進を主たる運行目的とし、
市街地及び公益施設と集落を結ぶルートを必要最低限の
運行時間・運行本数で移動手段を確保する。また、主たる
対象である移動制約者の行動範囲を把握しつつ、今後も
引き続き必要に応じた運行形態の見直しを行う。

（平成２３年度）
・空白地域におけるコミュニティ交通の運行につ
いて、対象地域の住民に対し、ヒアリングを行
い、行動実態を把握するとともに新たなコミュニ
ティ交通のあり方を地域住民に提示する。
・利便性を改善するため、運行ルート、乗り継ぎ、
ダイヤ改正などを必要に応じて行う。
・商店街で利用できるアトム通貨との連携を模索
するため、関係機関との協議を進め、メリット、デ
メリットを整理する。
・利用促進策を行うことにより平成２６年度に利用
者数４５万人を目標とする。
（平成２４年度）
・空白地域においてコミュニティ交通の試験運行
を実施し、その効果を検証する。
・あんくるバスの利用状況を調査するとともに市
民全体に運賃の妥当性など運行形態のあり方に
ついてアンケート等調査を行う。
（平成２５年度～）
・新コミュニティ交通の本格運行を実施する。
・前年度までに実施した市民の意向内容を把握
したうえで、バス運行に対する公的負担の考え方
を整理し、運賃及び運行形態を必要に応じて見
直す。

・運行負担金削減
　目標人数（41万5千人）
▲172万円

6 6
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15
町内会活動支援
事業

市民協働課 要改善 改善

①町内会の活動及び活動費用の全体
像の把握が必要。
②補助基準の根拠を明確にする必要
がある。
③全体像を把握したうえで、必要な補
助金を支出すべきであり、活動の内容
に応じた補助のシステムを検討すべき
ではないか。

①各町内会から予算・決算資料、事業報告書・事業計画
書を提出してもらい全体像の把握に努める。
②補助金の算定基準の見直しを検討する。
③市と町内会の役割を明確にし、補助金のあり方を検討
する。

（平成２３年度）
・資料提出に向け、町内会長連絡協議会を通じ
各町内会と調整を行う。
（平成２４年度）
・平成２３年度決算及び２４年度予算資料、２３年
度事業報告及び２４年度事業計画を提出しても
らい全体像を把握する。
（平成２５年度～）
・補助制度の見直しも含め、町内会への支援制
度を検討する。

16
私立幼稚園就園
奨励補助事業

子ども課 要改善 改善

①私立幼稚園を選択して通園している
のに、なぜ補助金を支払う必要がある
のか。
②私立幼稚園のサービスを把握する
必要があるのでは。
③市単独部分の補助について所得制
限はないが、それをどう考えるのか。
④公立幼稚園が定員割れしていること
に対して、対策する必要はないのか

①保護者の経済的負担を軽減する全国の自治体で実施し
ている国庫補助事業であり、保護者の選択の幅を広げる
ため、また、公立幼稚園の立地条件、送迎の問題などが
あるため、補助金の継続は必要である。
②国の基準に基づいて保護者の支払った授業料と入園料
を対象とする補助事業であるが、今後は私立幼稚園の取
組内容を調査し、私立幼稚園間で共有する。
③国庫補助対象分については国の基準に基づき実施し、
市単独分については補助金額・補助対象の見直しを実施
する。
④公立幼稚園は３歳児と４・５歳児の定員が異なっており、
３年間の保育が中心となってきている現状と合わなくなっ
ている。保護者のニーズを調査し、取組内容を充実させ
る。

（平成２３年度）
・私立幼稚園の取組内容（保護者負担、園の独
自性、行事等）の調査
・保護者ニーズの調査
（平成２４年度）
・市単独補助分の補助金額、補助対象の検討及
び見直し
・ニーズ調査の結果をふまえて、公立幼稚園の
取組内容の検討
（平成２５年度～）
・公立幼稚園の取組内容の充実

17
民間保育所支援
事業

子ども課
現行どお
り・拡充

現行どおり

①国の定義に基づく待機児童は出て
いないが、現実、保育に欠ける児童が
認可保育所に入れないのではない
か。
②サービスや給与水準を公立保育所
に合わせることは民間の公務員化で
はないか。
③市独自の補助金は継続的なもので
なく、本当に必要なものに補助する考
えも必要ではないか。
④認可外保育所への支援も必要では
ないか。

①待機児童の考え方は国の定義に基づいたものとする
が、今後増加する低年齢児の入所希望に対応すべく施設
整備及び保育士の確保に取り組む。
②③保育に欠ける子の保育の場所を確保するため、入所
受付、保育料の賦課及び徴収、国が定めた保育指針に基
づく保育サービスなど、公私立の区別なく実施する必要が
ある。運営は各園の方針のもと実施されており、民間の独
自性が活かされ、民間のやる気を一層促す支援策を検討
していく。また、保育士の処遇（労働単価）については、同
等の保育サービスを提供する施設で働く者に対しては、保
育士のモチベーションの維持なども含め平等であるべきと
考える。
④待機児童対策への方策として、支援のあり方を検討して
いく。

（平成２３年度）
・平成２４年度の低年齢児保育対策のための施
設整備及び保育士の確保に対する補助を行う。
・待機児童対策としての認可外保育所利用者へ
の支援策を調査検討する。
（平成２４年度）
・平成２５年度の低年齢児保育対策のための施
設整備及び保育士の確保に対する補助を行う。
・民間保育所が必要とする支援策を検討する。
・待機児童対策としての認可外保育所利用者へ
支援策を調査検討する。
（平成２５年度～）
・平成２６年度の低年齢児保育対策のための施
設整備及び保育士の確保に対する補助を行う。
・民間保育所が必要とする支援策の実施に対す
る補助を実施する。
・待機児童対策としての認可外保育所利用者へ
支援策を実施する。

7 7



平成平成平成平成23232323年度年度年度年度　　　　安城市事業仕分安城市事業仕分安城市事業仕分安城市事業仕分けけけけ結果結果結果結果にににに対対対対するするするする市市市市のののの方針方針方針方針

事業事業事業事業
番号番号番号番号

事業名事業名事業名事業名 担当課担当課担当課担当課
仕分仕分仕分仕分けけけけ
結果結果結果結果

市市市市のののの
方針方針方針方針

論点論点論点論点・・・・課題等課題等課題等課題等 取組方針取組方針取組方針取組方針 今後今後今後今後のののの取組取組取組取組 HHHH24242424見直見直見直見直しししし効果額効果額効果額効果額

18
知的障害児通園
施設事業

障害福祉課
現行どお
り・拡充

現行どおり

①法改正に伴い、児童発達支援セン
ターへの移行が円滑に行われるように
十分検討されたい。
②早期に適切な療育をお願いしたい。
③ニーズの見通しからすれば、定員
の拡充が必要だと考えられる。
④個別指導が必要な子には、市が責
任を持って環境を整えるべきである。
⑤園児・保護者・保育士の満足できる
施設を目指すべきである。

①平成２４年４月に児童福祉法の改正が予定されている
ので、情報の収集に努める。
②障害を早期発見し、充実した早期療育体制の整備を児
童発達支援センターを核として検討する。
③サルビア学園の事業拡充を検討する。
④健康推進課、障害福祉課、子ども課、教育委員会の連
携を強化する。
⑤児童発達支援センターの体系と施設の整備について、
それぞれの立場で検討を行う。

（平成２３年度）
・庁内組織である「健康とやすらぎ推進本部」で、
法改正に対応するため、サルビア学園の児童発
達支援センター化と療育センターを中心にしたも
のとを比較検討すると共に、関係課との協議によ
り、連携方法を検討する。
（平成２４年度）
・「健康とやすらぎ推進本部」において、サルビア
学園を含んだ療育体制のあり方について検討す
ると共に、関係課との協議により、相談支援部分
の役割分担を整理する。
（平成２５年度～）
・市としての施設整備計画（案）を決定する。

19
給食共同調理場
運営事業

給食課 要改善 改善

①給食調理業務委託と給食配送業務
委託について、随意契約をしている
が、コスト削減に向けての方針は。

①現在委託している施設管理協会、安城市トラック事業協
同組合の委託料の削減に向けて見直しを図りつつ、民間
委託を視野に入れて検討する。

（平成２３年度）
・施設協会の調理配置人員、勤務時間等の見直
しによる人件費の削減を検討し、その結果を予
算に反映すべく調整する。
・平成２４年度予算に向けて、委託料削減につい
てトラック協会と仕様の見直しを含めた交渉をす
る。
・民間委託について検討を開始する。
（平成２４年度）
・更なる委託料の削減を図るとともに民間委託に
ついて継続して検討する。
（平成２５年度～）
・更なる委託料の削減化を図るとともに民間委託
についてのコスト・安全性及び食育等検討をす
る。

・委託内容見直し
▲527万円

20
安祥閣施設管理
事業

生涯学習課 要改善 改善

①安祥閣の存在をもっと知らしめる必
要がある
②利用率を向上させる必要がある
③設置当初とは社会情勢が大きく変
化している。長期的には、施設の統廃
合を含めた検討を行うべきである

①新しいメディア等を活用したＰＲを強化する。
②主催事業の充実、自主グループ化の促進によるリピー
ターの増加、新規顧客の開拓を図る。
③施設の存在意義・役割を見直す。

（平成２３年度）
・ホームページの増強、ブログ、ツイッター、フェイ
スブックなどの新しいメディアを活用する。
（平成２４年度）
・従来の枠にとらわれない主催事業を拡充する。
主催事業の受講生をとりまとめて自主グループ
化を促進する。
（平成２５年度～）
・利用率目標や終期などを考慮した施設運営長
期計画を作成する。
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21-1
市民会館施設管
理事業

生涯学習課 要改善 改善

①利用率の向上と市民サービスの向
上を図ってほしい。
②コスト意識を持ち経費の削減に努め
てほしい。
③指定管理者制度の導入に関しては
どのように考えているか。

①長期目標、利用率７０％（全国平均５８％）を目指して、
利用率及びサービスの向上を図るため調査研究をする。
②不必要な経費の徹底した削減を図る。
③近年中に指定管理者制度に移行できるよう検討する。

（平成２３年度）
・高利用率施設の運営方法を調査する。
・ホール空調機の熱効率を高めるように改修す
る。
・指定管理者制度導入に向けて導入市への基礎
調査（委託内容・選定方法等）を実施する。
（平成２４年度）
・高利用率施設を目指して、運営方法・対策を検
討する。
・ホワイエにヨシズを設置するなどの創意工夫に
より、光熱水費削減など経費節約の徹底を図る。
・指定管理者制度導入に向けて、基礎調査内容
の精査、検討をする。（４月）
・議会に条例案の上程をする。（２５年３月）
（平成２５年度～）
・指定管理者の公募、選定を実施する。（４月）
・債務負担行為の設定をする。（６月）
・指定議案の上程、指定の告示をする。（６月）
・協定書を締結する。（９月）
・事務引継ぎを開始する。（９月）
・指定管理者への移行。（２６年４月）

21-2
市民会館文化鑑
賞事業

生涯学習課 要改善 改善

①公費を投入してまで実施する必要
性はない事業と採算性は低くても実施
すべき事業を個別に整理する必要が
ある。
②民間委託等も視野に入れて、経営
の合理化を図るべきである。
③公演回数、内容、利用者負担を見
直し黒字化を図るべきである。
④事業の選定方法について、改善を
図るべきである。

①②③年間事業数を見直すとともに採算性を確保すべき
事業であるか芸術性を優先する事業であるかの位置付け
を明確にして事業選定し、公演計画を立てる。将来的に
は、市民会館の指定管理者制度への移行（H26.4.1目途)
の中で、指定管理事業者の自主事業として継続すべきか
検討する。
④今後の事業については、市民会館運営委員会に諮って
選定する。

（平成２３年度）
・平成23年度中のすべての事業が決定している
ので、残りの事業について幅広くＰＲを行って集
客増に努め、収益の確保を図る。
（平成２４年度）
・市制６０周年記念事業として、教育性、芸術性
の高い事業を優先して選定し、趣味、娯楽性の
強い公演については、事業数を縮減するとともに
採算性を考慮して選定する。
・市民会館の指定管理者制度への移行検討の
中で、文化鑑賞事業の指定管理への移行につい
ても検討する。
（平成２５年度）
・平成25年度は、前年度並みの事業規模の中で
教育・芸術性と採算性の兼ね合いを考慮して事
業を実施するとともに、指定管理者制度移行へ
の具体的な準備を行う。
・平成２６年度以降は、文化鑑賞事業も指定管理
事業者の自主事業に移行させ、市事業としての
文化鑑賞事業は廃止する。

・事業数見直し(自主事業2
公演減）
 ▲786万円
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22
地震防災施設緊
急整備事業

水道工務課 要改善 改善

①事業の早期完了のために、事業内
の４つの対策（施設・基幹管路の耐震
化、バックアップ、復旧対策）の優先順
位付けを行うべきである。
②財源の確保（水道事業内での経費
削減及び水道料金の改定）を図るべき
である。

①優先順位を、１.施設の耐震化、２.基幹管路の耐震化、
３.復旧対策、４.バックアップ対策（バイパス管整備）とし、
以下の整備期間とする。
　・施設の耐震化：現行どおり（～H33）
　・基幹管路の耐震化：完了年度 H41からH33 に見直し（８
年短縮）
　・バックアップ対策：残整備年度 H33-34をH34-35に見直
し（１年延伸）
　・復旧対策：現行どおり（～H24）
②財源確保のため、国庫補助金を活用するとともに、経費
削減及び水道料金を含めた資金計画の見直しを行う。さら
に、愛知県県営水道料金の値下げを愛知県に要望する。

（平成２３年度）
・事業の早期完了（平成４１年から３５年完了）を
目指す。
・管路の耐震化工事を国庫補助事業にて施工す
る。
・県営水道料金の値下げを愛知県に要望する。
（平成２４年度）
・水道ﾋﾞｼﾞｮﾝの改訂に向けて、整備計画及び資
金計画について見直しを行う。
（平成２５年度～）
・市民参加による水道ﾋﾞｼﾞｮﾝの改訂業務で、水道
事業の今後について決定する。

23 防災一般事業
防災危機管

理課
要改善 改善

①備蓄品の整備について、地震発生
確率が80％もある中で、何年度に全て
の配備計画が完了するのか。また、備
蓄品が100%でない現時点で避難所間
の移動手段、輸送手段はどのように
なっているか。市民に安心感を与える
事業を展開する計画があるのか。
②帰宅困難者対策について、市外か
らの通勤者が約6、7千人いるが、市民
の避難者2万3千人とあわせて3万人を
どのように受け入れ、対応するのか。
③物資の輸送手段について、備蓄食
料が市内の拠点倉庫4か所にしかな
い。災害時において物資の輸送は無
理なのではないか。
④企業との支援（連携）体制につい
て、遠くの避難所に行かなくても企業
が避難所を開設してくれれば、避難所
が59か所ある必要もなく、最低3日間
はしのげるのではないか。

①今年度中に備蓄品の配備計画及び更新計画を見直す。
②帰宅困難者数を把握する。帰宅困難者対策について
は、徒歩帰宅支援マップを作成しており、ホームページで
も公開している。また、避難所で受け入れをしていく。
③食料品の配置場所については、各避難所の防災倉庫に
配置するよう備蓄品の配備計画の策定の中で協議してい
く。
④企業との連携については、まず私立学校等と避難所の
指定について協議していきたい。帰宅困難者対策もあり企
業が避難所として対応できるか協議していく。

（平成２３年度）
・備蓄品の配備計画を見直す。
・帰宅困難者の把握。
・企業、私立学校等と避難所として対応できるか
協議する。
（平成２４年度）
・配備計画を実施計画及び予算要求時に提示。
計画に沿った備蓄品の配備を進める。
・企業、私立学校等と避難所として対応できるか
協議し、調整できれば協定を締結する。
（平成２５年度～）
・計画に沿った備蓄品の配備を進める。
・企業、私立学校等と避難所として対応できるか
協議し、調整できれば協定を締結する。
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24
野外センター活用
事業

学校教育課 要改善 改善

①一般利用をなくして借地料の削減は
可能か。
②他市と共同運営を検討できないか。
③将来コストも含めて事業を検討して
ほしい。
④経費にみあう利用料金の見直しを
すべきではないか。

①公益のために専用する固定資産税は減免の対象とはな
りうるが、借地料が無料の場合に限られている。したがっ
て、一般利用の有無が借地料削減にはつながらない。ま
た、管理運営経費は管理人人件費、公共料金、法定点検
料、委託料、修繕費などであり、この経費を削減すること
は難しい。
②財政状況が厳しい状況であり、新たに共同運営をしよう
とする市町村があるとは想定しにくいが、県野外教育セン
ター廃止の検討が予想される中、他の市町村に利用をＰＲ
していくことは可能である。
③イニシャルコストは、施設の長期使用により軽減を図る
ことができる。ただし、施設更新の時期には、今後のあり方
について検討する。
④野外センター管理運営経費は、自然教室を行っていくた
めに必要な経費であり、事業費を削減するのは難しい。し
たがって、野外センターを新城市作手地区及び根羽村に
開設した意図及び自然教室のねらいや効果を市民や保護
者により理解してもらえるよう努めていく。また、野外セン
ターをより有効に活用するため、一般利用に対するＰＲ
や、他市町村への利用促進についても積極的に行う。

（平成２３年度）
・野外センター周知及び一般利用促進のため、
ホームページの充実・パンフレットの見直しをす
る。
・安城市キャンプガイド冊子を増刷して各公民館
窓口に設置し、キャンプ場利用啓発を図る。
（平成２４年度）
・野外センター設置場所の意図及び自然教室開
催のねらいや効果について周知を図る。
・他市町村へ野外教育活動での安城市野外セン
ターの利用をＰＲする。
（平成２５年度～）
・県野外施設の今後の動向にもよるが、他市との
共同運営について協議する。

25

歴史博物館・市民
ｷﾞｬﾗﾘｰ・埋蔵文化
財ｾﾝﾀｰ施設管理
事業

文化財課 要改善 改善

①受付案内事務等の委託について、
施設管理協会との随意契約ではなく
民間業者も含めた入札の方が契約金
額が安くなるのではないか。業務内容
からすると臨時職員での対応も可能で
はないか。また、民間業者も含めた入
札や指定管理者制度を導入すること
は契約の透明性にもつながると思わ
れる。
②指定管理者制度の導入について、
事業も含めた施設全体ではなく、施設
管理部分だけでの導入を検討する必
要があるのではないか。また、指定管
理者制度を導入することにより、現
在、職員が行っている委託等の契約
業務やその他の管理関連事務が必要
なくなり、経費節減になるのではない
か。

①施設管理協会との契約について、臨時職員へ切り替え
ていく。
②経費節減の視点からだけでなく、施設利用者を増やす
ための展示のあり方や施設運営の方法などの見直しも行
いながら、収蔵品の管理や調査研究等の業務を除き、指
定管理者制度の導入について結論を出していく。

（平成２３年度）
・受付案内業務等の臨時職員への切替検討
・施設管理だけを対象にしている事例調査
・指定管理を行う場合の問題点の整理
（平成２４年度）
・施設管理協会への委託から臨時職員へ変更
・施設利用者を増やすための展示や施設運営の
見直し
・指定管理を施設管理だけで行う場合の問題点
の整理
・施設管理に含める業務範囲の整理
（平成２５年度～）
・平成２５年度に指定管理者制度を導入していく
かどうかの結論を出す。

・受付案内業務等の委託
から臨時職員への変更
▲780万円
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26
社会福祉協議会
運営支援事業

社会福祉課 要改善 改善

①社会福祉協議会の今後のあり方の
明確化（目指すべき方向性）
②社会福祉協議会の自立（人材育
成、財政基盤の強化）
③業務量と職員の適正配置（人件費
等の削減）

①組織体制の強化や各事業部門（地域福祉活動推進、相
談支援事業、福祉サ－ビス事業、福祉センター事業）につ
いて方向性を具体的に検討する。
②市派遣職員の引揚げ計画、外部の人材登用及び職員
の研修体系の見直しについて検討する。　また、自主財源
（会費）増額確保の方策について検討する。
③業務量について精査し、職員配置を再検討する。また、
同類施設の事業運営について研究し、事業運営の検証及
び見直しについて検討する。（委託可能な事業の洗い出
し）

（平成２３年度）
・現在取り組んでいる各事業の現状分析及び今
後の方向性の検討
・先進事例の調査・研究及び次年度に向けて対
応可能なものの抽出
・業務量、職員配置及び事業運営について検討
・市からの財政支援により事業推進を図っている
ことなどをふまえ、経費節減の重要性と職員の意
識付けを図るため24年度当初予算のマイナス
５％シーリングを実施する。また、心配ごと相談
開催場所・回数等の見直しを行う。
（平成２４年度）
・社協の各事業の方向性について、社協と協議
のうえ具体的な推進計画を策定
・市派遣職員の引揚げ計画及び役職付職員研修
計画の策定、自主財源（会費）の増額確保
・検討結果に基づき、社協と協議のうえ委託可能
事業及び職員配置計画を策定
（平成２５年度～）
・計画的に順次実施

・平成24年度当初予算対
前年度比マイナス５％シー
リング実施（市費投入事業
の経常経費（事務費・事業
費））
▲1,726万円
・心配ごと相談開催場所・
回数等の見直しによる経
常経費の削減
▲11万円

27 敬老事業 社会福祉課 要改善 改善

①祝品、祝金の縮小等事業見直しに
ついて、市民の意見を聞く必要があ
る。
②町内会敬老事業について、現状把
握を行い地域の独自性を生かした事
業を検討する必要がある。
③高齢者名簿について、個人情報保
護からも廃止を検討する必要がある。

①老人クラブ（本人、家族）、町内会へのアンケート調査を
行い、ニーズの把握に努める。
②①の結果を基に、地域の独自性も考慮した事業の見直
しを検討する。
③判定人の意見の一部には継続を望む意見もあった。高
齢者名簿がどのように思われているか調査し廃止を含め
て検討する。

（平成２３年度）
・老人クラブに本人用、家族用と2種類のアン
ケート調査を行い、高齢者の意見、家族の意見、
双方のニーズ調査を行う。また、町内会へアン
ケートを行い事業内容、若年世代との交流等現
状及び今後に関する意向調査を行う。
（平成２４年度）
・平成23年度で行ったアンケート結果を基に敬老
事業を見直し、平成25年度反映を目標とする。
（平成２５年度～）
・見直した内容で実施

28
子ども医療費助成
事業

国保年金課 要改善 改善

①受診率の抑制を図るため、自己負
担を求めるべきである。特に受診率増
加による医療現場への影響(弊害)の
有無
②歳出削減を図るため、所得制限等
を導入すべきである。
③助成対象年齢の見直し(年齢の引
下げと高校生世代への拡大)
④事業の有効性(効果)を検証し、他の
健康増進事業との連携や代替事業を
検討すべきである。

①県の補助制度見直しや県内他市の動向を踏まえ、自己
負担の実施方法や導入時期を検討する。
②県の補助制度見直しで、所得制限が設けられれば、市
単独助成分も含め見直しを行なう。 ※市独自では所得制
限は設けない。
③高校生世代への拡大は、県による補助制度見直しの方
向性等を見据えた上で行う。
④１人当たり医療費や受診率等の推移や成果指標との関
連性を検証する。　また、一部自己負担を課した場合の影
響などについても検討する。なお、医療費助成以外の健康
増進事業の是非(可能性)についても検討する。

（平成２３年度）
・医療機関及び健保組合との意見交換
・県や各市の動向調査
・適正受診への啓発
（平成２４年度）
・自己負担の手法や影響について検討
・高校生世代への拡大の範囲、時期、手法など
の検討
（平成２５年度～）
・自己負担導入の是非を判断
・対象年齢を高校生世代に拡大（実施の時期に
ついては、県などの状況を見定め実施する。）

12 12


